
太田市障がい者訪問入浴サービス実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号）第７７条第３項の規定による地域生活支援事業として、居宅

において入浴することが困難な重度障がい者及び重度障がい児（以下「重度障がい者等」

という。）の居宅を訪問して入浴サービスを提供する事業（以下「訪問入浴サービス」と

いう。）を実施することに関し必要な事項を定めるものとする。 

（実施主体） 

第２条 訪問入浴サービスの実施主体は、太田市とする。 

２ 市長は、訪問入浴サービスを介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７０条第１項

の規定に基づき訪問入浴介護に係る指定居宅サービス事業者の指定を受けた事業者（以

下「事業者」という。）に委託して行うものとする。 

 （対象者） 

第３条 訪問入浴サービスの対象となる者（以下「対象者」という。）は、市内に住所を有

する在宅の者であって、次の各号のいずれにも該当する重度障がい者等（介護保険の被

保険者及び被保険者となる見込みのある者を除く。）その他市長が特に訪問入浴サービ

スを提供する必要があると認めた者とする。 

 ⑴ 身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号に規定する

障害の級別のうち、１級又は２級の肢体不自由があると判定された身体障害者手帳の

交付を受けている者 

 ⑵ 常時臥
が

床又はこれに準じる状態であって、居宅での入浴が困難な者 

 ⑶ 健康上入浴に支障がないことが医師の意見書等で確認できる者 

 （訪問入浴サービスの内容） 

第４条 訪問入浴サービスは、対象者の居宅を訪問し、浴槽を提供して入浴の介護を行い、

又は体調不良等により入浴できない場合は清拭
しき

を行うことにより実施するものとする。 

２ 訪問入浴サービスの利用は、週１回までとする。ただし、６月から９月までの間に限

り、週２回まで利用することができる。 

 （利用の申請） 

第５条 訪問入浴サービスを利用しようとする者（以下「申請者」という。）は、障がい者

訪問入浴サービス利用申請書（様式第１号）及び意見書（様式第２号）を市長に提出す

るものとする。 

 （利用の決定） 



第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、速やかに利用の可否を決定し、

障がい者訪問入浴サービス利用決定通知書（様式第３号）又は障がい者訪問入浴サービ

ス利用却下通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により訪問入浴サービスの利用決定をしたときは、障がい者訪問

入浴サービス利用者証（様式第５号。以下「利用者証」という。）を交付するものとする。 

 （利用者証の記載事項の変更等） 

第７条 訪問入浴サービスの利用決定を受けた者（以下「利用者」という。）は、利用者証

の記載事項に変更が生じたときはその日から１４日以内に、利用者証を返納する理由が

生じたときは速やかに、障がい者訪問入浴サービス利用者証（記載事項変更・返納）届

（様式第６号）を市長に提出するものとする。 

２ 利用者は、利用者証を汚損し、破損し、又は紛失した場合は、障がい者訪問入浴サー

ビス利用者証再交付申請書（様式第７号）を市長に提出し、再交付を受けるものとする。 

３ 第１項の規定による届出及び前項の規定による申請は、当該届出又は申請に係る利用

者証を添えて行うものとする。ただし、利用者証を紛失した場合は、この限りでない。 

 （利用者等の遵守事項） 

第８条 利用者及びその家族は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

⑴ 病気その他の理由により訪問入浴サービスを利用できないときは、利用する前日ま

でにその利用に係る訪問入浴サービスを提供する事業者（以下「利用事業者」という。）

にその旨を申し出ること。 

⑵ 訪問入浴サービスの利用に際しては、必ず家族等が立ち会うとともに、入浴の介助

に協力すること。 

⑶ 訪問入浴サービスを行う係員の指示に従うこと。 

 （利用決定の取消し） 

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、利用決定を取り消すことができ

る。 

⑴ 訪問入浴サービスの対象者が死亡し、転出し、病院に入院し、又は施設に入所した

とき。 

 ⑵ 利用者及びその家族が、前条に規定する遵守事項に違反したとき。 

 ⑶ 訪問入浴サービスを利用する必要性がなくなったと市長が認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により利用決定を取り消した場合は、障がい者訪問入浴サービス

利用決定取消通知書（様式第８号）により、利用者に通知するものとする。 

（訪問入浴サービスに係る費用の額） 



第１０条 訪問入浴サービスの利用に係る費用の額は、介護保険法第４１条第４項の規定

に基づく指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１２年厚生省告

示第１９号）の規定を準用して算定した額とする。 

（利用者負担額） 

第１１条 利用者は、訪問入浴サービスを利用したときは、前条に規定する訪問入浴サー

ビスの利用に係る費用の額の１００分の１０に相当する額（以下「利用者負担額」とい

う。）を利用事業者に支払うものとする。 

 （負担上限額） 

第１２条 一の月において、その月に利用した訪問入浴サービスに係る利用者負担額が利

用者証に記載された負担上限月額を超えたときは、その超えた利用者負担額については、

市が利用者に代わって利用事業者に支払うものとする。 

２ 前項の負担上限月額は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律施行令（平成１８年政令第１０号）第１７条の規定を準用して算定するものとする。 

 （検査及び支払） 

第１３条 利用事業者は、実施した訪問入浴サービスについて、１月ごと及び利用者ごと

に、障がい者訪問入浴サービス利用実績報告書（様式第９号）により、翌月１０日まで

に市長に報告するものとする。 

２ 市長は、障がい者訪問入浴サービス利用実績報告書の提出があったときは、これを１

０日以内に検査するものとする。 

３ 利用事業者は、前項に規定する検査に合格したときは、障がい者訪問入浴サービス利

用費請求書（様式第１０号）により、当該利用実績報告書に係る訪問入浴サービスの利

用に係る費用の額から利用者負担額を控除した額を市長に請求するものとする。 

４ 市長は、前項の規定による支払の請求があったときは、請求の日から起算して３０日

以内に支払うものとする。 

 （その他） 

第１４条 この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 


